
令和３年度 都区財政調整方針 

 

 令和３年度の都区財政調整については、下記により行うものとする。 

 

記 

 

第一 基準財政収入額 

 

 １ 基準財政収入額は、各特別区の財政力を合理的に測定する趣旨を踏まえながら、  

過去の実績に基づく標準算定を行う。 

  ２ 算定に当たっては、社会経済及び税制改正の動向、国税の状況等を考慮しつつ、  

標準徴収率により算定する。 

 

第二 基準財政需要額 

 

 １ 基準財政需要額は、特別区がひとしくその行うべき事務を遂行することができ  

るよう、合理的かつ適正な方法により標準算定を行う。 

  ２ 特別区における行財政の実態を踏まえ、算定方法を見直すとともに、各測定単  

位における数値の増減、国・都の方針による増減等を見込むものとする。 

 

第三 今後の措置 

 

  １ 本方針に基づき、都及び特別区並びに特別区相互間の財政調整に関する条例の

一部を改正する条例案及び予算案を令和３年第一回東京都議会定例会に付議する

ものとする。 

  ２ 区別の算定は、令和３年度測定単位の数値の確認を待って行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



（単位：百万円、％）
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＊ 端数処理の結果、縦横計が合わない場合がある。
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市 町 村 民 税 法 人 分
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法 人 事 業 税 交 付 対 象 額
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条例で定める割合 55.1% 55.1%
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令和３年度基準財政需要額の増減説明 

 
 
 

《経常的経費》   ５１，６７９百万円（２．７％） 

 

１ 新規算定                           １６，９８４百万円 

  主な内容 

   ○ 予防接種費（ロタウイルス）                 ２，８１６百万円 

   ○ 商工振興費（中小企業関連資金融資あっせん事業（緊急対策分）） ８，２７４百万円 

 

２ 算定充実                           １２，５８８百万円 

  主な内容 

   ○ 健康診査（胃がん検診）                     ７５８百万円 

   ○ 会計年度任用職員制度の反映                １０，２８９百万円 

 

３ 事業費の見直し                        △７，３９４百万円 

  主な内容 

   ○ 障害者モビリティ支援事業費                △１，９８１百万円 

   ○ 道路占用料                        △４，７２８百万円 

 

４ 算定方法の改善等                       １５，９１２百万円 

  主な内容 

   ○ 清掃費の見直し                       ８，９７１百万円 

   ○ 学校運営費（教育用コンピュータ整備費等）          ５，０３６百万円 

 

５ その他の増減                         １３，５８９百万円 

  主な内容 

   ○ 商工振興費（中小企業関連資金融資あっせん事業（緊急対策分）） 

の前倒し算定                        １９，３０５百万円 

 

 

《投資的経費》 △１００，４４３百万円（△３３．４％） 

 

１ 事業費の見直し                        △２，５０４百万円 

  内容 

   ○ 道路改良工事費                      △２，５０４百万円 

    

２ その他の増減                        △９７，９３９百万円 

  主な内容 

   ○ 公共施設改築工事費の臨時的算定の終了          △８５，６６８百万円 

 

 

 経常・投資計       △４８，７６４百万円 


